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職場のハラスメント防⽌は、企業の義務です︕
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職場のハラスメントに関する法令
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措置義務の具体的内容を規定する指針事業主の義務を規定する法律ハラスメント等の種類

事業主が職場における性的な言動に起因する問
題に関して雇⽤管理上講ずべき措置等について
の指針（平成18年厚⽣労働省告⽰第615号）

男⼥雇⽤機会均等法
第11条

セクシュアルハラスメント

労働者に対する性別を理由とする差別の禁⽌等
に関する規定に定める事項に関し、事業主が適
切に対処するための指針（平成18年厚⽣労働省
令告⽰第614号）

男⼥雇⽤機会均等法
第9条第3項

妊娠・出産等を理
由とする不利益取
扱いの禁止

いわゆる
マタニティハラスメ
ント等

事業主が職場における妊娠、出産等に関する言
動に起因する問題に関して雇⽤管理上講ずべき
措置等にすいての指針（平成28年厚⽣労働省告
示第312号）

男⼥雇⽤機会均等法
第11条の３

妊娠、出産、産前
産後休業等関連の
ハラスメント

⼦の養育⼜は家族の介護を⾏い、⼜は⾏うこと
となる労働者の職業⽣活と家庭⽣活の両⽴が図
られるようにするために事業主が講ずべき措置
等に関する指針（平成21年厚⽣労働省告⽰第509
号）

育児・介護休業法
第10条、第16条等

育児・介護休業等
の申出・取得等を
理由とする不利益
取扱の禁止

育児・介護休業法
第25条

育児休業、介護休
業等関連の
ハラスメント

事業主が職場における優越的な関係を背景とし
た⾔動に起因する問題に関して雇⽤管理上講ず
べき措置等についての指針（令和2年厚⽣労働省
告示第5号）

労働施策総合推進法
第30条の２

（令和４年４⽉１⽇中⼩企業義務
化）

パワーハラスメント



職場における「パワーハラスメント」とは
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パワーハラスメントの６つの類型
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「セクシュアルハラスメント」、
「妊娠・出産等、育児・介護休業等に関するハラスメント」とは
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セクシュアルハラスメント
妊娠・出産等、育児・介護休業等に

関するハラスメント



事業主が講ずべき具体的な措置内容（その１）
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 ハラスメント防止対策として事業主が必ず講じなければならない具体的な措置の内容は、以下のとおりで
す。

①職場におけるハラスメントの内容・ハラスメントを⾏ってはならない旨の⽅針等を明確化し、管理監督

者を含む労働者に周知・啓発すること

②⾏為者については、厳正に対処する旨の⽅針・対処の内容を就業規則等の⽂書に規定し、管理監督者を

含む労働者に周知・啓発すること

事業主の方針の明確化及びその周知・啓発

相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

職場におけるハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応

③相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること

④相談窓⼝担当者が、相談の内容や状況に応じ、適切に対応できるようにすること

⑤事実関係を迅速かつ正確に確認すること

⑥事実関係の確認ができた場合には、速やかに被害者に対する配慮のための措置を適正に⾏うこと

⑦事実関係の確認ができた場合には、⾏為者に対する措置を適正に⾏うこと

⑧再発防止に向けた措置を講ずること（事実確認ができなかった場合も含む）



事業主が講ずべき具体的な措置内容（その２）
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⑨相談者・⾏為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、その旨労働者に周知すること

⑩事業主に相談したこと、事実関係の確認に協⼒したこと、都道府県労働局の援助制度の利⽤等を理由

として解雇その他不利益な取扱いをされない旨を定め、労働者に周知・啓発すること

併せて講ずべき措置

職場における妊娠・出産等、育児・介護休業等に関するハラスメントの原因や背景となる要因を解消するための措置

⑪事業体制の整備など、事業主や妊娠等した労働者その他の労働者の実情に応じ、必要な措置を講ずる

こと

☆相談窓口における対応のポイント
ハラスメントが現実に生じている場合だけでなく、発生のおそれがある場合や、パワーハラスメントに該当
するか否か微妙な場合であっても、広く相談に対応することが⼤切です。



望ましい取組について
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 以下の望ましい取組についても、積極的な対応をお願いします︕

□パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、妊娠・出産等、育児・介護休業等に関するハラスメント

は、単独ではなく複合的に生じることも想定されることから、一元的に相談に応じることのできる体制を整備

すること

□職場におけるハラスメントの原因や背景となる要因を解消するための取組を⾏うこと（コミュニケーション

の活性化のための研修や適正な業務目標の設定等）

□職場におけるハラスメントを⾏ってはならない旨の⽅針の明確化等を⾏う際に、⾃ら雇⽤する労働者以外に、

以下の対象者に対しても同様の方針を併せて示すこと

・取引先等の他の事業主が雇用する労働者

・就職活動中の学生等の求職者

・労働者以外の者（個⼈事業主等のフリーランス、インターンシップを⾏う者等）

□カスタマーハラスメントに関し以下の取組を⾏うこと

・相談体制の整備、被害者への配慮のための取組

（メンタルヘルス不調への相談対応、⾏為者に対して１⼈で対応させない等）

・被害防止のための取組（マニュアルの作成や研修の実施等）



医療機関におけるハラスメント防⽌の取組（事例１）
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変則２交代制勤務形態⺠間病院病院の種別

約３００人職員総数１９０床病床規模

約１４０人看護職員１０対１⼊院基本料

【取組内容】
〇取組対象
医師、コメディカル、看護職

〇取組の中心部署・人物
ハラスメント委員会

〇取組の詳細
・ハラスメント委員会を設置。
・年１回、全職員を対象にアンケートを実施。⇒アンケート結果を分析、結果を開示。
・アンケート結果を踏まえ、対策を検討⇒顧問社労士によるハラスメント研修を実施。
・メンタルヘルス対策としてカウンセリングルームを設置。カウンセリング資格を持つ社労士に、ハラス
メントだけでなく、育児や家族等、プライベートな悩みなど広く相談に応じてもらっている。

【取組の効果・課題】
〇相談体制が整備されたことで、事案発⽣時に組織として適切かつ公正な対応が図れるようになった。
〇研修を⾏うことにより、ハラスメントに対する職員間の共通認識ができた。

【取組後の課題】
〇今後も、ハラスメント防止につながる研修等を継続的に実施していくこと。



医療機関におけるハラスメント防⽌の取組（事例２）
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変則２交代制勤務形態⺠間病院病院の種別

約１３００人職員総数４７７床病床規模

約７００人看護職員７対１⼊院基本料

【取組内容】
〇取組対象
コメディカル、看護職

〇取組の中心部署・人物
院⻑、メンタルヘルスケアチーム

〇取組の詳細
・メンタルヘルスチームの相談員の顔写真を掲⽰して、相談員チームの認知度を⾼めた。
・相談場所を柔軟に設置して、職員が利⽤しやすい運営とした。
・チームは精神科医、臨床⼼理⼠、家族看護専⾨看護師、⼈事担当者など、男⼥で構成。
・年６回以上、チームで相談内容を共有し、よりよい対応⽅法について意⾒交換している。
・年１回、院⻑に活動状況を報告。組織として職場環境改善に取り組む⽅針を明確にしている。

【取組の効果・課題】
〇１０年以上継続的にチーム相談が利⽤されており、相談を受けた多くの⼈が元の職場で働いている。
〇職員間で情報が広がり、相談で何かが変わるかもしれないとの期待をもって相談に⾏ける。

【取組後の課題】
〇今後も、職員が働きやすい職場となるよう⽇常の不満を汲取り職場環境改善につなげていく。



（最新情報）ハラスメント防止対策に係る法改正について
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 カスタマーハラスメントや、求職者等に対するセクシュアルハラスメントを防⽌するために、雇⽤管理上
必要な措置を講じることが事業主の義務となります︕（施⾏⽇︓公布後１年６か⽉以内の政令で定める
日）

法改正に関する情報は、今後、

厚⽣労働省ホームページ、愛

媛労働局ホームページ等でお

知らせする予定です︕



ハラスメント防⽌対策に関する情報・資料の⼊⼿先（その１）
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【愛媛労働局ホームページ】

【あかるい職場応援団サイト】



ハラスメント防⽌対策に関する情報・資料の⼊⼿先（その２）
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【いきいき働く医療機関サポートＷｅｂ

（通称「いきサポ」）】



おわりに
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 協⼒的で向上⼼に満ちた職場環境づくりを⽬指しましょう︕

医療の発展・患者の救命

医療従事者の使命に注⼒

適正な雇⽤管理、安全で円滑な職場

医療従事者の皆さまの⼼⾝の

健康確保

労働条件や人間関係に関わる

トラブルの排除

愛媛労働局 雇用環境・均等室

TEL︓089-935-5222


